
補助金交付の手続き例（国からの間接補助金） ※各段階で黄色枠からスタート

事業者 県 国

国庫補助協議資料の作成
対象者へ

国庫補助協議資料の作成依頼
県へ国庫補助協議依頼

国庫補助協議資料の提出
資料の受領・審査・優先順位の決

定→国へ提出
資料の受領・審査

内示の受領 事業者へ内示 県へ内示

※交付決定前の内示をもって事業に
着手することは原則不可。要綱等に
定める事前着手の手続きを踏めば可
能な場合あり。

交付申請書の作成・提出 交付申請書の作成依頼 ※国との手続きについては省略

交付決定通知書
受領

交付申請書の受領・審査後
交付決定通知

※交付決定通知後、事業の内容に変
更がある場合は、変更交付申請等の
手続きが必要。

事業実施 事業着手 随時事業の実施状況を報告依頼

事業完了後、期日までに
実績報告書の作成・提出

実績報告書の受領・審査

※期日は「事業完了後、○○日以
内」と規定されている場合が多いた
め、事業者が自主的に報告する必要
がある。

実績報告書作成・提出 県へ実績報告書作成依頼

額の確定通知書受領
国から額の確定通知書受領
事業者へ額の確定通知

報告書の受領・審査後
県へ額の確定通知

※事業者への額の確定通知は、国か
ら県への額の確定通知後に行う。

請求書の作成・提出 審査後支払

※国との手続き上、県からの額の確
定が遅れる場合がある。そのため県
から概算払での請求を依頼する場合
があり、その際は額の確定通知後の
精算となる。

確定申告・決算後
消費税の仕入れ控除税額報告書作成

国へ報告

納入通知書の受領後
期日までに返還額を納入

返還額確定通知書の受領
事業所へ返還依頼

返還額確定通知

国へ返還額を納入 返還額の受領

※具体的な手続きや要件は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律、長崎県補助金等交付規則、長崎県福祉保健部関係補助
金等交付要綱、各事業の実施要綱などを確認。
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